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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第19期

当第３四半期
連結累計期間

第18期
前連結会計年度

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（千円） 3,301,988 －

経常利益（千円） 63,743 －

四半期純利益（千円） 35,759 －

四半期包括利益（千円） 35,759 －

純資産額（千円） 1,388,444 1,400,388

総資産額（千円） 2,977,248 3,142,928

１株当たり四半期純利益金額（円） 9.00 －

潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 46.6 44.6

　

回次
第19期

当第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 8.96

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

なお、当社は前連結会計年度より連結財務諸表を作成しておりますが、前連結会計年度については、連

結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日としていることから、前連結会計年度においては貸借対照

表のみを連結しているため、連結貸借対照表項目のみを記載しております。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。　

なお、前連結会計年度末より連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っておりませ

ん。　

　

(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済・金融政策により円高の是正や株価の回復が進

み、緩やかな景気回復の兆しが見られております。

また、主要顧客であるメーカーにおいては、依然として開発投資の継続傾向にあり、当社グループのアウトソー

シング事業への技術者ニーズも引き続き堅調に推移しております。

このような状況のなか、当社グループの中核事業であるアウトソーシング事業では、全国展開している拠点間及

び本社との連携を強め、顧客ニーズへの柔軟かつスピーディな対応を行い技術者稼働率の向上に努めました。これに

より、４月に入社した新卒技術者も、当第３四半期までに稼働が全て決定いたしました。その結果、当第３四半期連

結累計期間における稼働率は、91.4％（稼働率(％)＝稼働技術者数/技術社員総数＊100であり、期間の月末人数を累

計した数値により算出しております。）となりました。また、稼働時間につきましては、前年同様高い稼働時間を維

持しております。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は3,301,988千円、売上原価は2,724,422千円、販売費及び一

般管理費は529,873千円、営業利益は47,692千円、経常利益は63,743千円、税金等調整前四半期純利益は63,724千

円、四半期純利益は35,759千円となりました。

　

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①アウトーソーシング事業

当社の主要事業であるアウトソーシング事業では、全国に展開している拠点での顧客ニーズ情報、技術者情報等

の情報共有を強め、柔軟かつスピーディな営業展開を推進し、稼働率及び技術料金の向上に努めました。その結果、

売上高は3,147,537千円、営業利益は71,204千円となりました。また、12月末時点での稼働率は96.1％と上昇してき

ており、今後も稼働率の向上に努めるとともに、技術者の採用に注力し、売上高の拡大と利益率の向上を図ってまい

ります。

　

②ＳＭＯ事業

ＳＭＯ事業におきましては、治験支援業務の進捗が当初予測より進んだこと及び、新規案件の獲得により予算対

比115.7%の売上高を計上しましたが、その一方で、第１四半期より新規案件および事業拡大に対応するためＣＲＣ

（治験コーディネーター）の採用を前倒しで行い、それに伴う採用コスト、教育コストが増加しました。また経験者

採用が難しく未経験者採用が多くなり、そのための教育コストも増加しました。

その結果、当第３四半期累計期間の売上高は154,450千円、営業損失は13,543千円となりました。第４四半期も治

験の進捗、新規案件の獲得により売上高は増加し、通期では営業黒字を見込んでおります。

　

(2)事業上及び財政上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　(3)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,500,000

計 13,500,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,975,300 3,975,300

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 3,975,300 3,975,300 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年10月１日～

平成25年12月31日　
－ 3,975,300 － 377,525 － 337,525

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  3,975,000 39,750 －

単元未満株式 普通株式　　　　300 － －

発行済株式総数 3,975,300 － －

総株主の議決権 － 39,750 －

　

②【自己株式等】

 平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

なお、当社は、前連結会計年度末より連結財務諸表を作成しているため、比較情報である前第３四半期連結累計期

間（平成24年４月1日から平成24年12月31日まで）の四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書は記載し

ておりません。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 802,312 619,996

受取手形及び売掛金 549,296 573,111

仕掛品 42,029 31,244

未収還付法人税等 － 12,592

繰延税金資産 101,977 106,824

その他 34,750 44,187

流動資産合計 1,530,366 1,387,958

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 512,574 512,427

減価償却累計額 △144,415 △155,927

建物及び構築物（純額） 368,159 356,499

車両運搬具 6,577 6,577

減価償却累計額 △6,290 △6,505

車両運搬具（純額） 287 71

工具、器具及び備品 57,503 55,195

減価償却累計額 △53,767 △51,528

工具、器具及び備品（純額） 3,736 3,667

土地 968,059 968,059

有形固定資産合計 1,340,242 1,328,298

無形固定資産

のれん 132,619 122,672

その他 3,338 3,401

無形固定資産合計 135,957 126,074

投資その他の資産

投資有価証券 7,004 7,004

繰延税金資産 68,310 68,310

その他 62,846 61,402

貸倒引当金 △1,800 △1,800

投資その他の資産合計 136,362 134,918

固定資産合計 1,612,562 1,589,290

資産合計 3,142,928 2,977,248
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 650,000 670,000

1年内返済予定の長期借入金 9,594 －

未払費用 296,639 321,519

未払法人税等 50,453 －

賞与引当金 216,390 115,814

その他 197,506 168,108

流動負債合計 1,420,583 1,275,442

固定負債

長期借入金 27,980 －

退職給付引当金 197,124 209,116

役員退職慰労引当金 96,852 104,245

固定負債合計 321,957 313,362

負債合計 1,742,540 1,588,804

純資産の部

株主資本

資本金 377,525 377,525

資本剰余金 337,525 337,525

利益剰余金 685,338 673,394

株主資本合計 1,400,388 1,388,444

純資産合計 1,400,388 1,388,444

負債純資産合計 3,142,928 2,977,248
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 3,301,988

売上原価 2,724,422

売上総利益 577,566

販売費及び一般管理費

役員報酬 66,915

給料及び賞与 218,111

賞与引当金繰入額 7,480

退職給付引当金繰入額 1,515

役員退職慰労引当金繰入額 7,392

法定福利費 36,805

採用費 18,108

旅費及び交通費 11,143

支払手数料 50,993

地代家賃 36,553

減価償却費 3,260

のれん償却額 9,946

その他 61,646

販売費及び一般管理費合計 529,873

営業利益 47,692

営業外収益

受取利息 333

受取配当金 100

受取手数料 1,365

助成金収入 17,953

その他 1,460

営業外収益合計 21,213

営業外費用

支払利息 4,661

その他 500

営業外費用合計 5,162

経常利益 63,743

特別損失

固定資産除却損 19

特別損失合計 19

税金等調整前四半期純利益 63,724

法人税等 27,964

少数株主損益調整前四半期純利益 35,759

四半期純利益 35,759
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 35,759

その他の包括利益

その他の包括利益合計 －

四半期包括利益 35,759

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 35,759

少数株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当は事項はありません。

　　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

減価償却費 6,798千円

のれんの償却額 9,946千円

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 47,703 1,200 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

(注）当社は、平成25年４月１日付けで普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。平成25年３月期につい

ては当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。
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（セグメント情報等）

（セグメント情報）

当第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１. 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、大手メーカーを中心とした各顧客企業に対して、その開発パートナーとして技術、設計、開発、

生産技術部門等での機械設計、電子設計、ソフト開発の技術サービスを提供するアウトソーシング事業を展

開しております。当社の提供するサービスは、各顧客企業に技術者を派遣して設計・開発の業務にあたり、

または顧客から設計・開発等の業務を請負うことにより提供しております。現在、東北、関東、中部、関

西、九州地区に13拠点を設置しております。

また、連結子会社である株式会社コスメックスでは、製薬会社の依頼により臨床試験（治験）を行う医療

機関に対して、医学的判断を伴わない業務や治験に係わる事務的業務、業務を行うチーム内の調整等、治験

業務全般に関わる支援サービスを提供するＳＭＯ事業を展開しております。

したがって、当社は、「アウトソーシング事業」及び「ＳＭＯ事業」の２つを報告セグメントとしており

ます。

　

２. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント 　

調整額　

　

（注）１　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

アウトソーシン

グ事業

ＳＭＯ

事業
計

　
売上高

外部顧客への売上高

　

3,147,537

　

154,450

　

3,301,988

　

－

　

3,301,988

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
－ － － － －

計 3,147,537 154,450 3,301,988 － 3,301,988

セグメント利益又は損失（△） 71,204 △13,543 57,661 △9,968 47,692

（注）１.セグメント利益又は損失（△）の調整額△9,968千円には、セグメント間取引消去△22千円、のれん

償却額△9,946千円が含まれております。

　　　２.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書計上額の営業利益と調整を行っておりま

す。

　

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 9円0銭

（算定上の基礎） 　

四半期純利益金額（千円） 35,759

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 35,759

普通株式の期中平均株式数（株） 3,975,300

（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年2月12日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　田　弘　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 毛　利　篤　雄　　印

　
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップ
の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平成25
年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸
表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任　
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップ及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政状態及
び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な
点において認められなかった。
　
利害関係　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

　以　上

　

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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